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一から学ぶ国際会計基準 

住友生命 角英幸 

 

 

 

【司会】セッションＡ、二つ目のプレゼンテーションを始めさせていただきます。こちらのプレゼンテーシ

ョンも初級者向けということになりまして、住友生命の角様から、「一から学ぶ国際会計基準」ということで

ご講演いただきます。角さん、よろしくお願いいたします。 

 

【角】ありがとうございます。改めまして、おはようございます。ご紹介に与りました、角といいます。よ

ろしくお願いいたします。この国際会計基準の初級のプレゼンテーションはこれまで３回ありまして、いず

れも現理事長の浅野さんがやってこられたわけですけれども、交代せよということがございまして引き継ぐ

ことになりました。よろしくお願いします。 

 これは、「一から学ぶ国際会計基準」という題にしておりますけれども、まさかそんな方はおられないと思

うのですが、１時間やそこら聴いて国際会計基準を解ろうなどというのは無理だし、甘い考えですね。とは

いうものの、普段なかなか業務の関係の中で直接国際会計基準に関与しておられないという方も多いと思い

ますので、きっかけになればということで、初歩のところから取り上げます。少し聴いていただいて、「ああ、

そういうことか」と少しでも解っていただければ、その続きで自分なりの学習もやりやすいかと思います。

では、早速始めたいと思います。 
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国際会計基準（IFRS）とは？

１．国際会計基準の概要と日本への導入

ＩＦＲＳ（International Financial Reporting Standard) 

ＩＡＳＢ（国際会計基準審議会）が公表する国際的な会計基準の総称

一般的に、国際会計基準または国際財務報告基準と訳される

基準と解釈指針から構成される

＊国際会計基準は、設定時期によりIASとIFRSに分かれる

•2000年までは、IASBの前身である国際会計基準委員会（IASC）が会計
基準を設定しており、その会計基準はIASと呼ばれる

•2001年以降は、IASBが会計基準を設定しており、その会計基準は
IFRSと呼ばれる

「一から学ぶ国際会計基準」という題を付けさせてもらっていますけれども、大きく二つに分けて話をさ

せていただきます。一つ目は、国際会計基準の概要と日本への導入ということで、これは国際会計基準全体

の話を少ししまして、それが今、日本に対してどのように導入されようとしているのかどうなのかという辺

りの話をさせていただきます。それから２番目に、これは特に保険会社の経営に影響を与える国際会計基準

ということで、国際会計基準の中でも保険会社に関わりのある部分を取り出して話をさせていただくという、

大きく分けて二つです。 

 

１．国際会計基準の概要と日本への導入 

（１）国際会計基準（ＩＦＲＳ）とは？ 

 

まず、一つ目の国際会計基準の話です。出だしから極めて簡単なところからいくわけですけれども、国際

会計基準。これはインターナショナル・フィナンシャル・レポーティング・スタンダードということで、Ｉ

ＦＲＳと略されています。読み方は、アイエフアールエスと読まれる方もいらっしゃいますし、イファース

というように読まれる方もおられると思います。これは国際会計基準審議会、ＩＡＳＢと頭文字を取ってお

りますけれども、これが公表している国際的な会計基準の集まりということで、国際会計基準と略したり、

元々の英語のとおり、国際財務報告基準というように呼んでいることも多いと思います。これは会計基準が

いくつもありまして、後でどれぐらいたくさんあるかという表がありますけれども、たくさんの個別の会計

基準とその解釈指針、それを全部ひっくるめてＩＦＲＳと呼んでいるということになります。このＩＡＳＢ

は、以前はＩＡＳＣ、国際会計基準委員会と呼んでいまして、これは会計士の方の集まりだったわけですけ

れども、だんだん国際的なスタンダードを実際に定着させるためには会計士だけで決めるのではなくて、投

資家の方や、あるいはこのような財務報告を実際に作られる方、企業の方など、そのような方も全部入れて
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ＩＦＲＳを作成するＩＡＳＢとは？

１．国際会計基準の概要と日本への導入

ＩＡＳＢ（国際会計基準審議会）：本部はロンドン、2001年4月設立

・ＦＡＳＢ：Financial Accounting Standard Board(米国財務会計基準審議会）

設立の目的
高品質で、理解可能、かつ強制力のある国際的な会計基準の単一のセットの

開発

主な活動
毎月の理事会で基準書や解釈指針を審議・承認

理事会
１６名の理事で構成（日本からは住友商事出身の鶯地隆継氏が理事として参画）

米国との連携
単一の質の高い会計基準を実現するため、主要プロジェクトについて、ＦＡＳＢ

（米国の会計基準設定主体）と共同開発

作りましょうということで改組されたということがあります。 

 

（２）ＩＦＲＳを作成するＩＡＳＢとは？ 

  

それでＩＡＳＢですけれども、ロンドンにあって、ＩＡＳＢという形でできたのが 2001 年になります。

目的は、そこに書いてございますように、「高品質で理解可能かつ強制力のある国際的な会計基準の単一のセ

ットを開発しましょう」ということで設立されております。16 名の理事の方がいらっしゃるということで、

日本からは鶯地さんという方が理事として参加をされております。毎月、基準書や解釈指針を審議して作っ

ていくということです。一つ大事なことは、アメリカはアメリカでの会計基準設定主体でＦＡＳＢもありま

すけれども、アメリカは資本市場では世界最大でありますので、そこの会計基準設定主体との連携が重視さ

れていまして、共同のプロジェクトもやっているということになります。 

 

（３）ＩＦＲＳ策定のための組織体制 

ＩＡＳＢですけれども、実は、ＩＦＲＳ財団というものがありまして、そこの中に入っているというよう

な感じになっていまして、上に評議員会があって、いろいろなガバナンスとして効くような形になっている。

さらにその上にはモニタリングボードということで、アメリカのＳＥＣや、日本の金融庁など、そのような

ところがモニターをするというような形で、進められているということです。 

 それで、右側にリエゾン・オフィスと書いていますけれども、これは今、ＩＦＲＳは結構、世界各国で使

われるようになってきたので、特にアジア・オセアニアなどにも支店のようなものですかね。支店ではない

けれども、そのような橋渡し、リエゾンはフランス語で、「橋渡し」などという意味らしいですけれども、ア

ジア・オセアニアの各国など、北米はどこに設置するか未定なのですけれども、そのようなところにこのよ
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ＩＦＲＳ策定のための組織体制

１．国際会計基準の概要と日本への導入

※ＩＦＲＳ財団のＨＰ資料等を基に作成

ＩＦＲＳ財団 (International Financial Reporting Standards Foundation)

ＩＦＲＳ財団評議員会

指名 報告

モニタリング・ボード
（米ＳＥＣ、金融庁等）

助言

北米
（未定）

アジア・オセアニア
（東京）

2012年10月開設

IFRS諮問会議 IASB（理事会）

IFRS解釈指針委員会
(北京)

本部（ロンドン） リエゾン・オフィス

ＥＥＧ

ＡＳＡＦ

指名

監視等
報告

指名

監視
報告

・ＡＳＡＦ：Accounting Standards Advisory Forum（会計基準アドバイザリーフォーラム）

・ＥＥＧ ：Emerging Economies Group（新興経済グループ）

１．国際会計基準の概要と日本への導入

現在有効なIFRS

Page 6

【現在有効なIAS】 【現在有効なIFRS】

IFRS第1号 国際財務報告基準の初度適用

IFRS第2号 株式報酬

IFRS第3号 企業結合

IFRS第4号 保険契約

IFRS第5号 売却目的で保有する非流動資産および非継続事業

IFRS第6号 鉱物資源の探査および評価

IFRS第7号 金融商品：開示

IFRS第8号 事業セグメント

IFRS第9号 金融商品

IFRS第10号 連結財務諸表

IFRS第11号 共同支配の取決め

IFRS第12号 他の企業への関与の開示

IFRS第13号 公正価値測定

国際財務報告基準：IFRS
IAS第1号 財務諸表の表示

IAS第2号 棚卸資産

IAS第7号 キャッシュ・フロー計算書

IAS第8号 会計方針、会計上の見積りの変更および誤謬

IAS第10号 後発事象

IAS第11号 工事契約

IAS第12号 法人所得税

IAS第16号 有形固定資産

IAS第17号 リース

IAS第18号 収益

IAS第19号 従業員給付

IAS第20号 政府補助金の会計処理および政府援助の開示

IAS第21号 外国為替レート変動の影響

IAS第23号 借入費用

IAS第24号 関連当事者についての開示

IAS第26号 退職給付制度の会計および報告

IAS第27号 個別財務諸表

IAS第28号 関連会社および共同支配企業に対する投資

IAS第29号 超インフレ経済下における財務報告

IAS第32号 金融商品：表示

IAS第33号 １株当たり利益

IAS第34号 中間財務報告

IAS第36号 資産の減損

IAS第37号 引当金、偶発負債および偶発資産

IAS第38号 無形資産

IAS第39号 金融商品：認識および測定

IAS第40号 投資不動産

IAS第41号 農業

国際会計基準：IAS

うな事務所を置いて、そこからいろいろな当該各国の状況を調査したりするようなものが作られているとい

うことで、アジア・オセアニアでは東京に 2012 年に開設をされました。このような組織体制でやっている

ということになります。 

 

（４）現在有効なＩＦＲＳ 
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開発中の主なＩＦＲＳ

１．国際会計基準の概要と日本への導入
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2009年11月

第１ﾌｪｰｽﾞ（一
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IFRS
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※ED（Exposure Draft）：公開草案、ＤP（Discussion Paper）、ＲＤ（ Review Draft）、
IFRS：最終基準
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ＥＤ 再審議

2Q-4Q

再審議

3Q-4Q

ＤＰ

7月

再審議

4Q～

IASB『ワークプラン』より作成

IFRS

「現在有効なＩＦＲＳ」というように書いていますけれども、このようにいろいろなものがありまして、

右側のＩＦＲＳの第４号というところが保険契約というようなこともありますし、それから左側の、19 号、

真ん中辺りに書いていますけれども、退職給付会計など、このようなものもあるということになります。 

 左側にあるＩＡＳは、昔のＩＡＳＣという組織のときに作ったものですけれども、ＩＡＳＢに変わってか

らでき上がったものはＩＦＲＳというように番号が付いています。これと解釈指針を全部ひっくるめて、Ｉ

ＦＲＳと呼んでいるということになります。 

 

（５）開発中の主なＩＦＲＳ 

 

      

この基準はどんどん開発をしていくし、見直していくということになっていまして、一応、全体として１

回、でき上がっているのですけれども、世の中に合うように頻繁に見直していくということで、今、特に大

きな見直しが進んでいます。われわれに関係が深いものとしては、そこにあるように、まず保険契約自体の

基準として今ＩＦＲＳの第４号があるわけですけれども、このＩＦＲＳ第４号は各国の責任準備金をそのま

ま使っていいというようなものになっています。「何だ、それは。そんなものは全然、国際的に統一された基

準ではないじゃないですか」というような状態に今、なっているわけです。それを何とかしようということ

で、さらに保険契約の基準を作っているわけです。 

 保険契約の詳細な状況につきましては後ほどもお話をしますけれども、ちょうど今年の６月に、ここに改

訂ＥＤ、Exposure Draft、公開草案というように書いていますけれども、改訂公開草案が出まして、意見が

募集されました。また、再審議が始まるというようなことになっています。他に金融商品など、このような

ものも見直しが進んでいるということです。 
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ＩＦＲＳの主な特徴

プリンシプル・ベース
（原則主義）

１．国際会計基準の概要と日本への導入

原則的な会計処理の方法のみが示され、数値基準を
含む詳細な取扱いは設けない

（⇔ルール・ベース（細則主義））

資産・負債アプローチ
期首と期末の純資産の差額のうち、資本取引を除く部分
を「包括利益」として重視するアプローチ

（⇔収益・費用アプローチ）

詳細な注記開示
原則主義であるため、どのような会計上の取扱いを採用
したのか、それはなぜか、どのように測定したか、等の
詳細な情報を開示する

比較可能性の重視
企業間の比較可能性と期間比較可能性の確保を重視し、
各事象に対する複数の会計上の取扱いを極力排除する

（６）ＩＦＲＳの主な特徴 

次に、ＩＦＲＳの主な特徴です。いろいろあるわけですけれども、いくつか主なものをここに書きました。

一つはまず、プリンシプル・ベース、原則主義と言われるものがあります。原則的な考えを、原理原則のよ

うなものを規定して、細かいことはもう個々の企業の事例ごとの判断に任せるということで、これは細かい

取扱いを書いたルール・ベースというものと対応関係にある言葉です。一個一個細かく、「これはこうしなさ

い、これはああしなさい」というように書いていくと、逆に巧妙に、技術的にそれに引っ掛からないことを

やって、抜け道を探そうという人が出てくることがあるので、そうではなくて、原理原則を決めます。だか

ら、「それに合うようにきちんと考えてください」というものが原則主義と呼ばれるものであります。 

 それから、次に「資産・負債アプローチ」と書かれていますけれども、ＰＬ・ＢＳという言い方をします

と、どちらかというとＰＬよりもＢＳの方を重視するというのがＩＦＲＳの考え方です。特に、期首と期末

の純資産、期首にいくらあって、期末にいくらありました。これが増えたとしますと、増えたものを利益と

します。細かいことを言うと、増資などで他から取り入れて増えた部分は除きますけれども。純資産の増え

た分を包括利益ということにして、これが利益ですと。収益から費用を引いて利益というよりは、純資産が

いくら増えたかというものを利益と見ましょう、ということを基本的な考え方としています。ですので、資

産、それから負債をどのように測定するか、評価するかということが大きな課題になっていまして、そのた

め、よく公正価値と言われるような時価を的確に測定するということが重要になってきます。 

 それから、他の特徴といたしましては、詳細な注記の開示ということで、このＢＳ・ＰＬのような本表に

入らないことでも、投資家や、あるいは他の関係者に有用な情報、その企業の実態を把握するために有用な

情報は、注記にたくさん書いてくださいということで、相当たくさんの注記情報を求めるのも特徴でありま

す。 
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１．国際会計基準の概要と日本への導入

ＩＡＳＢの概念フレームワーク
• ＩＦＲＳは個別のテーマごとに会計基準を設定する

• 基準の開発・改訂にあたって、各会計基準間の整合性の確保が大きな課題

• 概念フレームワーク自体は、ＩＦＲＳを構成するものではない

• 概念フレームワークとＩＦＲＳに一致していない部分がある場合は、ＩＦＲＳが優先

• ＩＦＲＳに明文等がない場合、概念フレームワークを参照する

※現在、概念フレームワークは、資産・負債の定義や、純損益・その他の包括利益（OCI）の表示等を修正・追加する
見直しの検討中（2013年7月にDP公表）

 概念フレームワークの性質

概念フレームワークにより、ＩＦＲＳの基礎となる考え方を示す

• 財務諸表の目的

• 基礎となる前提

• 財務諸表の質的特性

• 財務諸表の構成要素

• 財務諸表の構成要素の認識

• 財務諸表の構成要素の測定

• 資本および資本維持に関する概念

 概念フレームワークの構成

 それから、比較可能性の重視ということで、これは企業間、それから今年と去年やその前など、そのよう

な期間ごとの比較可能性も重視しています。従いまして、この比較可能性のために極力、これもあれもやっ

ていいですよというか、オプションを設けるというか、そのような複数の取扱いは避けるというようにされ

ています。 

 

（７）ＩＡＳＢの概念フレームワーク 

ＩＡＳＢには概念フレームワークというものがありまして、先ほどご覧いただきましたようにＩＦＲＳは

いくつもの会計基準の塊でありますので、個々が一貫したものになっていなければ、全体としてうまく財政

報告ができないということになります。従いまして、全体をまとめるものとして概念フレームワークがあり

まして、ここでは財務諸表の目的や、例えば、資産とは何か、負債とは何かなど、そのような一番大きなよ

りどころになる考え方が示されているものがまずあります。それに沿う形でそれぞれの会計基準ができてい

るということが、これも一つ大きなことかなと思います。 

 

（８）米国におけるＩＦＲＳの導入 

 このＩＦＲＳなのですけれども、各国で、これは今、どのような国で使われているかというと、数え方に

もよるのかもしれませんけれども、ある調査によれば、すでにこのＩＦＲＳを自国の会計基準という形で使

っている国が 70 以上あるということです。ＥＵがこれを使っておりますし、カナダ、オーストラリア、それ

から、アジアでは例えば韓国など、そのような国がこのＩＦＲＳを使っているわけですけれども、実はアメ

リカはアメリカの会計基準があって、ＩＦＲＳを今、使うというようにはなっていない。一方で、ＥＵは使

っているということで、結構、アメリカは先ほども言いましたように大きな資本市場を持っていますので重
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Page 10
１．国際会計基準の概要と日本への導入

ＩＦＲＳとのコンバージェンス

ＩＦＲＳのアドプションに向けた検討

・米国では2002年の「ノーウォーク合意」以降、ＩＦＲＳと米国基準のコンバージェンス作業により、
ＩＦＲＳと米国基準のコンバージェンスを進めてきた

2002年10月 ノーウォーク合意（IASBとＦＡＳＢの間で締結）

2006年2月 ＩＡＳＢとＦＡＳＢが覚書（ＭＯＵ）を公表（以降のコンバージェンスのスケジュールを示した）

・ＳＥＣ（米証券取引委員会）によりＩＦＲＳ導入可否の検討が行われており、2012年7月にＳＥＣス

タッフによる最終報告書が公表された。スタッフの報告書を踏まえてＳＥＣが導入可否の判断を

することになるが、現時点では判断の内容や時期は不明

（2002年頃～ ）

（2008年頃～ ）

※2008年頃以降、コンバージェンスから以下のアドプションの検討にシフト

米国におけるＩＦＲＳの導入

2012年7月のＳＥＣスタッフによる最終報告書の概要

・ＩＦＲＳを米国でそのまま取り込む方法は、多くの米資本市場関係者から支持されていない

・単一の高品質でグローバルな会計基準という目的に米国がコミットしていることを示すことができる、

別のＩＦＲＳの取込み方法（※）には潜在的に多くの支持が得られると考えられる。

※コンドースメントの手法（米国基準へＩＦＲＳを取り込む際に、ＦＡＳＢによる承認のプロセスを要する）も
検討された。

要なわけですけれども、グローバル化が進んでいる中で、この会計基準をどのように調和させていくかとい

うことが長年の課題なわけです。 

アメリカでは 2002 年に、ＩＡＳＢとアメリカの会計基準設定主体でありますＦＡＳＢが、お互い会計基

準の違いを幅寄せしていきましょうという合意をしました。それをコンバージェンス、収斂というような言

い方をしていますけれども、違いを寄せる作業に入りました。そのような合意をして作業に入ったというこ

とで、だんだん違いを解消してきたわけです。 

 ところが、コンバージェンスの作業は意外と大変で、寄せても、いろいろな事情があって寄り切らないと

ころもあるし、世界基準と言いますか、国際的な統一基準をコンバージェンスというやり方で作ることは、

結構労力がかかると。それならば、ＩＦＲＳそのものをもうアメリカも受け入れたらいいのではないかとい

う機運が、一瞬と言いますか、出たことがあります。それで、それをアドプション、つまり、ＩＦＲＳその

ものを取り入れようという検討が始まりました。それが 2008 年ごろに、「ちょっと検討してみますわ」とい

うことになって、いろいろ調査をして、受け入れられるかどうか 2011 年に判断すると言っていたのですけれ

ども、2011 年には結局、判断をせずに、2012 年になって、ＳＥＣのスタッフの報告書が出まして、「そのま

ま取り込む方法はちょっと支持されてません」と。「何か、もうちょっとうまいやり方を考えましょうか」と

いうように、今なっている状況です。若干、ＥＵとアメリカの綱引きのようなところもあるかもしれません。 

 

Key Word ―ＩＦＲＳのさらなる理解のために① 

それで、今ちょっといくつか言葉を言いましたけれども、コンバージェンスというのは、この二つの会計

基準、例えば、ＩＦＲＳと日本基準がありますと、その主な差異を縮小・解消することによって同等性を高

めて共通化しましょうと、これをコンバージェンスと呼んでいます。それから、アドプションは、自国基準

はやめて、ＩＦＲＳそのものを直接自国基準にするということをアドプションと呼んでいるということです。
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Page 11

Key Word ― ＩＦＲＳのさらなる理解のために①

 コンバージェンス
２つの会計基準（例えば、ＩＦＲＳと日本基準）の主要な差異を縮小・解消することに
よって、その同等性を高め共通化すること。２つの基準は並存する。

 アドプション
自国基準を撤廃し、ＩＦＲＳを直接、自国基準として導入すること。個別のＩＦＲＳを審査
して承認プロセスを経た上で導入する方式（欧州など）をエンドースメントという。

（参考）コンドースメント
コンバージェンスとエンドースメントを組み合わせた造語。米国におけるＩＦＲＳ導入
方法の一つとして検討されている方式。既存の会計基準については、米国基準と
ＩＦＲＳのコンバージェンスを推進。新たなＩＦＲＳには開発段階から協力し、エンドース
メントを経て米国基準に取り込む

ＩＦＲＳ導入のアプローチの類型

特に、そのうち、自国の中で個々の会計基準ごとに採用するかしないか、それぞれきちんと承認プロセスを

経た上で導入する、場合によっては一部、「ここだけは使えません」というようなことをしながら取り入れて

いく方法を、特にエンドースメントというような言い方をしているということです。 

 アメリカはアドプション自体なかなか難しいかも、というような報告書が出て、ではどうするかというこ

とで、今、模索されているものが、造語で、コンドースメント。コンバージェンスとエンドースメントを合

わせた造語ということで、アメリカでは今、このような方式が検討されている。今ある会計基準については

コンバージェンスを推進し、今後作る会計基準につきましては、開発段階からＩＡＳＢと協力して作ってい

く。それをアメリカ基準にするというようなことはどうかという話が進んでいるようです。 

 

（９）日本におけるＩＦＲＳの導入① 

日本はどうかということなのですけれども、日本は、アメリカの動きもあり、アメリカとＩＡＳＢとの動

きもありながら、それをにらみつつ進んできたわけですけれども、2007 年の東京合意で、日本の会計基準の

設定主体である企業会計基準委員会（ＡＳＢＪ）とＩＡＳＢとの間でコンバージェンスを推進しましょうと

いう合意をして、差異の解消に取り組んできて、ほぼ今、日本基準とＩＦＲＳは大体同等というように見て

もらえている。いくつか大きな違いがありますけれども、大体同等と。その中で、アメリカで、先ほど申し

上げましたアドプションの動きがあったものですので、日本でもアメリカに続きまして、ＩＦＲＳを日本企

業にも強制適用するかどうか検討しましょうということになりまして、検討を進めてきました。結果、アメ

リカが「やっぱり、、、。」となって、はしごを外されたような感じになって、「じゃあ、日本も」というように。     

それと、ＩＦＲＳとは、いくつか大きな違いがありまして、そこはメーカーさんなどでどうしても受け入

れられないと。のれんと言われるものや、研究開発費と言われるような部分で大きな差異があるものですか

ら、そのようなところはどうしても受け入れられなくて反対している方も多くて、アドプションの機運は１

回盛り上がったけれども、若干下がっているというような状況になっています。 
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日本におけるＩＦＲＳの導入①

１．国際会計基準の概要と日本への導入

ＩＦＲＳとのコンバージェンス

ＩＦＲＳのアドプションに向けた検討

・日本の企業会計委員会（ＡＳＢＪ）は、日本基準とＩＦＲＳの差異を解消すべくコンバージェンスに
向けて、会計基準の改訂に取り組んできた

2007年8月 東京合意（2011年6月までに日本基準とＩＦＲＳの差異を解消する、ＩＡＳＢとASBJの間で締結）

2011年6月 東京合意に掲げたコンバージェンス項目が概ね達成されたことを発表（ＩＡＳＢとASBJ）

・米国に続き、日本でも企業会計審議会でＩＦＲＳの強制適用（アドプション）が検討され始めたが、
米国の変化等もあり、強制適用の判断については慎重な検討が行われている

（2005年頃～ ）

（2009年頃～ ）

※2011年6月以降に適用になる新たなIFRSについてのコンバージェンスの動きは継続しているが、
重点は、以下のアドプションの検討にシフト

2009年6月
企業会計審議会「我が国における国際会計基準の取扱いについて（中間報告）」公表
⇒2012年を目途に強制適用するかどうか判断

2012年7月
企業会計審議会「国際会計基準への対応のあり方についてのこれまでの議論（中間的論点整理）」公表
⇒更に審議の継続が必要

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１０）日本におけるＩＦＲＳの導入② 

とはいうものの、「じゃあ、もうＩＦＲＳいいですわ。もう使いません」というわけにもなかなかいきませ

ん。さすがに、特に上場企業はいろいろな資本調達もありますし、いろいろな面でグローバルにも展開して

おられますので、無視するわけにいかない。 

むしろ使わないということになると、発言権も失われてしまうということで、では、当面、アドプション

には至らないまでも、ＩＦＲＳを使う企業を増やしていってはどうかということが考えられておりまして、

2013 年、今年の６月に、「ＩＦＲＳへの対応のあり方に関する当面の方針」が企業会計審議会から出された

ところです。そこでは、任意適用、全部の会社に強制適用はしないけれども、任意でＩＦＲＳを使う会社を

増やしていきましょうということで、強制適用するかどうかの判断はいったん先送りということになりまし

た。そこに書いてあるように、ＩＦＲＳの任意適用要件を緩和することや、今後ＩＦＲＳを導入する際には

エンドースメント、先ほど出てきましたが、個々の会計基準を審査・承認しながら受け入れていくこともあ

るのではないかということで、日本版ＩＦＲＳのようなものを考えてはどうかという考え方も出てきている

状況にあります。 
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日本におけるＩＦＲＳの導入②

１．国際会計基準の概要と日本への導入

企業会計審議会「国際会計基準（IFRS）への対応のあり方に関する当面の方針」

（2013年6月公表）

ＩＦＲＳ任意適用要件の緩和

・任意適用要件のうち「上場していること」「国際的な財務活動・事業活動を行っていること」という要件

の撤廃

ＩＦＲＳの適用の方法

・日本の「あるべきＩＦＲＳ」「我が国に適したＩＦＲＳ」といった観点から、エンドースメントの仕組みを設ける、

すなわち日本版ＩＦＲＳを導入することが、ＩＦＲＳ任意適用企業数の増加を図る上で有用

・修正しないIＦＲＳの任意適用は引き続き維持

単体開示の簡素化

・金商法の単体開示においては、会社法の計算書類と金商法の財務諸表とで開示水準が大きく異なら

ないものについて、会社法の要求水準に統一することを基本とすべき

米国の状況等を踏まえると、ＩＦＲＳの強制適用については未だ判断すべき状況にない

まずは、ＩＦＲＳを任意適用する企業の積上げを図ることが重要

保険会社の経営に影響を与えるＩＦＲＳ

生命保険会社のバランスシート（2013年3月末）のイメージ

債券（54%）

貸付金（12%）

外国証券（16%）

株式（5%）
不動産（2%）

現金ほか

保険契約準備金

（89%）

金融資産

（87%）
保険負債

純資産ほか

（ ）内は対総資産の金額比率

資産 負債および純資産

保険会社の経営は、保険契約に係るＩＦＲＳとＩＦＲＳ第９号（金融商品）の影響を
大きく受ける

※生命保険協会加盟会社計

２．保険会社の経営に影響を与える国際会計基準 Page 14

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．保険会社の経営に影響を与える国際会計基準 

（１）保険会社の経営に影響を与えるＩＦＲＳ 
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IASBは、2013年6月20日に改訂公開草案を公表した。10月25日に意見募集は締め切ら
れており、今年末または来年初に再審議が開始され、2015年初めに基準完成の見込み

〔H25〕

2013年10月
意見〆切

〔H26〕

2015年初

〔H30〕

120日間の
意見募集期間

保険契約に係るＩＦＲＳのスケジュール

およそ3年の
準備期間

２．保険会社の経営に影響を与える国際会計基準 Page 15

※IASB作成『2013年9月ASAF（会計基準アドバイザリー・フォーラム）の議事資料』より作成

（保険契約）

保険契約会計基準
完成見込

再審議
2018年1月～

適用開始見込

2013年6月
改訂公開草案公表

〔H22〕
2010年7月

公開草案公表

〔H19〕
2007年5月

ディスカッションペーパー
公表

さて、ここまでが国際会計基準全体の話でありまして、２番目の「保険会社の経営に影響を与える国際会

計基準」というところに移りたいと思います。ここは損保の会社さんの分が入っていなくて申し訳ないので

すけれども、生命保険会社のバランスシートのイメージであります。ご覧いただきますと解りますように、

資産のほとんどが金融資産でありますし、負債および純資産のほとんどが責任準備金だということです。結

局、保険会社に一番影響の大きいのは、この保険契約に関わるＩＦＲＳ、今、開発中の部分ですけれども、

その部分と、それから金融商品を取り扱っているＩＦＲＳの９号と呼ばれるこの二つが特に大きな影響があ

るものと言えると思います。 

 

（２）保険契約に係るＩＦＲＳのスケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まず、保険契約に係るＩＦＲＳの方の話からいたします。この保険契約に係るＩＦＲＳの検討は、1997 年

ぐらいから始まっていまして、もう 16 年ぐらいですか、17 年ぐらいか、検討しているわけです。なかなか

定まらない。１回、もうＥＵがＩＦＲＳを採用するということで、とりあえず何か基準がないと困るという

ことで作ったものが、先ほど言いましたＩＦＲＳ４号です。ここでは各国基準の責任準備金をそのまま使い

ましょうという、結局、何も決まらなかったではないか、というような状態になっているわけです。ずっと

やってきて、いったん 2010 年に公開草案が出まして、これに意見募集をした。そうすると結構いろいろな

意見がたくさん出て、それを取り入れて直してきたわけです。審議をして直してきたのだけれども、最初に

出した公開草案と今の考え方がかなり変わってしまったもので、これをそのまま基準化するにはいかないと

いうことで、今年の６月にもう一回、公開草案という形で、改訂公開草案が出ました。先月、その意見募集

が締め切られて、今後、再審議に、来年にかけて入って、2015 年ぐらいにはこの基準が完成して、その後、

準備期間を設けて、2018 年ぐらいに適用されると、このようなスケジュールのようであります。 
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ＩＦＲＳ

保険負債の見積り前提

最新の情報を使用して設定した
計算基礎率

評価日毎に見直す
（ロックフリー方式）

保険負債の構成
ビルディング・ブロック・アプロー
チで構成

２．保険会社の経営に影響を与える国際会計基準

ＩＦＲＳの保険負債評価の特徴

わが国の現行制度

保守的に設定した
計算基礎率

契約時点で固定する
（ロックイン方式）

単一要素で構成

Page 16

重視するもの 保険契約の経済実態 保険会社の健全性

（保険契約）

（３）ＩＦＲＳの保険負債評価の特徴 

この保険契約の会計基準の中では、保険負債の評価という部分が大きな部分でありまして、もちろん、も

ろもろそれに、周りもいろいろありますけれども、今日は保険負債の評価の部分を取り上げて話をします。 

 特徴はいくつかありますが、まず、責任準備金を計算するときに、計算基礎率を設定することになります

が、わが国の今の責任準備金ですと、ある程度保守的な計算基礎率、例えば、標準死亡率や標準利率などと

いう形で計算しますが、そうではなくて、最新の情報を使用して設定した計算基礎率を使いましょうと。そ

れから、わが国の、今の責任準備金制度では、ロック・イン方式と言われる、１回、その契約ごとに決めた

ら、それをずっと変えないという形ですけれども、このＩＦＲＳの方で提案されている保険負債の見積もり

は、これは評価日ごと、例えば年度末ごとのようなときに見直しましょう。毎回、毎回、見直しますと。 

 それで、他の大きな特徴としては、ビルディング・ブロック・アプローチで構成しましょうということで、

これはこの後、話をさせていただきます。ここでは、どちらかというと健全性を重視した形というよりは、

そうではなくて、経済実態を表しましょうというような考え方が出ている。だから、多めにだったらいいね、

ということではなくて、多くも少なくもなく、どのような実態かというものを指向しているということにな

ります。 

 

（４）ビルディング・ブロック・アプローチによる保険負債評価① 

ビルディング・ブロック・アプローチの中身に移ります。ビルディング・ブロック・アプローチは、この

保険負債を評価するに当たって、いくつかのブロックに分けて計算しましょうということで、三つと言った

り四つと言ったりするのですけれども、将来キャッシュ・フローの見積もりをして、それを現在価値へ割り

引くという部分、これをまず計算します。それから、その上にリスク調整と言われる部分を乗せる。それか
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〔現在推計〕

・将来の保険金や保険料等のキャッシュ・フローの現在価値
（評価時点の死亡率、継続率、市場金利等に基づき、毎期見直し）

現在
推計

ネット・キャッシュ・フロー（支出－収入）を現在価値に割引

・・・

・・・

支出キャッシュ・フロー

（保険金等）

収入キャッシュ・フロー

（保険料）

保
険
負
債

資産

契約上の
サービス・
マージン

リスク
調整

２．保険会社の経営に影響を与える国際会計基準（保険契約）

純資産

ビルディング・ブロック・アプローチによる保険負債評価

 ＩＡＳＢは、①将来キャッシュ・フローの見積りおよび現在価値への割引、②リスク調整、 ③契約上の
サービス・マージンにより保険負債を算出するビルディング・ブロック・アプローチを提案

Page 17

現在
推計

ら、契約上のサービス・マージン。長いですけれども、これは今の公開草案にあります、コントラクチュア

ル・サービス・マージンという言葉をそのまま訳していますので、長い名前になっていますけれども、契約

上のサービス・マージンと呼ばれる部分を乗っけていく。このようにどんどんブロックを積み上げる形で、

保険負債を評価しましょうというようなことになっています。これらを全部合わせて保険負債という形にし

まして、最初に、左側に資産を書いておりましたけれども、これとの差額が純資産のようになると。このよ

うなイメージですかね。このような計算法を取りましょうということであります。 

 「現在推計」と書きましたけれども、ここは最初に言いましたように、将来のキャッシュ・フローの見積

もりをしまして、それを、現在価値へ割り引くということで、そこの絵にありますように、将来の保険金な

どの支払い、アウト・フローと、将来の収入保険料のような、このような収入のキャッシュ・フローを見積

もって、その差額を現在価値に割り引く形で求めるということになります。 

 口で言うことは簡単ですけれども、ここは結構、アクチュアリーの腕がないとできないようなところがあ

るかと思います。つまり、将来のキャッシュ・フローを見積もるということは、大事なことは、評価時点に

おいて、最もこのようであろうと思われるような死亡率や継続率など、そのようなものを見積もり直さない

といけないわけですね。毎期、毎期、死亡率や継続率などを見積もると。ここには細かく書いていませんけ

れども、支出のキャッシュ・フローには契約に割り当てられる維持管理コストなど、事業費のような部分な

ど、そのようなキャッシュ・フローも入ってくるわけです。だから、そのようなものを全部、毎期見積もる

ことになりますので、これはアクチュアリーの大きな仕事ということになります。割引率もロック・インで

はなくて、毎期の市場金利に合わせまして、そのときの金利を使って割り引くということになりますので、

そのような意味では、毎期、この負債は大きく変動する可能性があるということになります。 

 なお、初級、初心者の方もいらっしゃると思いますので、宿題を出しておきたいと思います。 
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今、支出キャッシュ・フロー、収入キャッシュ・フローと書いてあるところには、実は将来の、例えば、

法定なら法定、あるいは任意の責任準備金の積立ては入れていません。これは、将来の会計上の利益を求め

ているわけではなくて、単純に支出のキャッシュ・フローと収入のキャッシュ・フローだけを入れています

ので、責任準備金の積増しは入れていません。それから、運用収益も入れていません。注意が必要です。 

では、アウト・フロー引くイン・フローの割引現在価値、これを今、求めていますけれども、そうではな

くて、もし、責準積増し、キャッシュ・フローではないのでキャッシュ移動は起こらないのですけれども、

責準積増しも入れて、それから、運用収益も、仮にこの計算の中に入れたら、結果はどうなるでしょうか。

ただし、運用収益は割引率で使っているものと同じ利率、つまり、リスク・フリー金利で運用したらという

前提にします。Embedded Value、この言葉自体が初級ではないですが、その計算と同様に、ということで、

これを一応、宿題ということにさせていただきたいと思います。 

それから、ちょっと大事なことを忘れましたが、この現在推計のときは、死亡率や継続率や金利など、こ

うだろうという単一のシナリオで計算をするということでは必ずしもなくて、期待値として計算しなさいと

いうことになっています。つまり、例えば代表的なものとしては、最低保証のある変額年金などを考えてい

ただくと解ると思うのですけれども、シナリオによって、真ん中のシナリオを取っても全体の平均値になら

ないというようなケースでは、真ん中のシナリオでこれをやるのではなくて、期待値を現在推計とするとい

うところは少し注意が必要かと思います。 

 

（５）ビルディング・ブロック・アプローチによる保険負債評価② 

それから、次にリスク調整と言われるものですけれども、これは今、キャッシュ・フローを見積もりまし

たけれども、不確実性があるということから、一定の方法でもう少し負債としては上へ積んでいた方がいい

だろうと。仮に、この会社の企業価値を算出して売買をするというようなことになりますと、買う人は、単

に真ん中の値、期待値だけで、あとはもう純資産だというようなことにも必ずしもならないと思いますので、

その不確実性を上に積み上げるというような考えになります。 
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保
険
負
債

資産

契約上の
サービス・
マージン

現在
推計

リスク
調整

２．保険会社の経営に影響を与える国際会計基準（保険契約）

純資産

〔リスク調整〕

• 将来キャッシュ・フローの金額と時期に関する不確実性の対価

• 保険会社自身のリスク回避の程度を反映する方法で、有利な

結果と不利な結果の両方を反映

• 利用可能な技法は限定されていない

ビルディング・ブロック・アプローチによる保険負債評価

Page 18

 ＩＡＳＢは、①将来キャッシュ・フローの見積りおよび現在価値への割引、②リスク調整、 ③契約上の
サービス・マージンにより保険負債を算出するビルディング・ブロック・アプローチを提案

保
険
負
債

資産

現在
推計

リスク
調整

２．保険会社の経営に影響を与える国際会計基準（保険契約）

純資産

ビルディング・ブロック・アプローチによる保険負債評価

〔契約上のサービス・マージン〕

・未稼得の将来利益を表す。新契約獲得時に見込まれ
る利益（初期利益）をP/L認識せずに負債に繰り延べ
たもの。

保
険
料
現
価

支
出
現
価
ﾘｽｸ
調整

契約上のサービス・マージン

・保険契約のサービスの提供に
従って利益認識され、純資産に
振り替えられる

純資産

新契約獲得時

Page 19

 ＩＡＳＢは、①将来キャッシュ・フローの見積りおよび現在価値への割引、②リスク調整、 ③契約上の
サービス・マージンにより保険負債を算出するビルディング・ブロック・アプローチを提案

契約上の
サービス・
マージン

 

（６）ビルディング・ブロック・アプローチによる保険負債評価③ 

 それから、契約上のサービス・マージンというのは結構くせ者なのです。右側に新契約獲得時という絵が
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保険負債評価の変動（ＩＦＲＳ）

２．保険会社の経営に影響を与える国際会計基準 Page 20

割
引
率
低
下

割引現価が増加する

• ＩＦＲＳの保険負債の評価では、評価日ごとに直近の情報を使用して評価基礎率を洗い替える

• 割引率の低下は、保険負債の増加につながる

• 生命保険契約は非常に長期にわたるキャッシュ・フローを有することから、金利変化に対する

保険負債の変動が大きいという特徴がある

ケース①金利が低下した場合

金利
％

（保険契約）

保
険
負
債

年限

仮定：期末のイールドカーブが下方に変化

ありますが、ご承知のように、保険料をもらうときには一定の会社収益、あるいは、何かことが起こったと

きの余裕のために、マージンを含んだ形で保険料をもらうという形にしていると思います。そうしますと結

局、新契約獲得時は、保険料の現在価値があって、将来の支払いの現在価値があって、仮にリスク調整を乗

せたとしても、まだ益が残るような形になっていることが多いと思います。ということは、保険負債として、

支出の現在価値と保険料の現在価値の差額、それからリスク調整だけを積むということになると、新契約を

獲得したときには必ず保険負債は一定のマイナスの額ということになる。 

 つまり、新契約を獲得したときには、この部分だけ益がいっぺんに立つということになります。この、保

険を獲得したときに、将来得られるであろう利益の現在価値が、契約獲得時にすべて収益になって出てくる

ということになります。それは何年もにわたる保険の収益を新契約獲得時にどんと立てることは、ちょっと

いかがなものかということで、これは契約期間の間だんだん計上されるようにしたいということで、最初は

まず、この部分を負債に上げておきましょうと。保険負債に含めておきましょうと。だから、そうしますと、

契約獲得時は必ず収益は立たない。０ということになります。でも、これはほぼ、おそらく、だんだん益と

して出てくる。益なのですけれども、これは契約の期間にわたってちょっとずつ、純資産に置き換えていく。

解放していくというようなイメージですけれども、だんだん負債から解放されて、純資産の方に移っていく

ということになります。 

 お気付きのように、よく経済価値ベースというような言葉がアクチュアリーの中ではありますけれども、

元々、経済実態を表すように保険負債の計算をしたいと思っていたけれども、それをやり過ぎると、契約獲

得時に急に一度に益が立つことになるので、さすがにそれは会計としても、皆、各利用者としても、作成者

としても「ちょっとね」というように考えて、契約上のサービス・マージンを導入したところで、この部分

に限っては、経済価値ベースとは少し、乖離をした部分があるというようにも思えるということであります。 

 

（７）保険負債評価の変動（ＩＦＲＳ）① 
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保険負債評価の変動（ＩＦＲＳ）

２．保険会社の経営に影響を与える国際会計基準 Page 21

割
引
率
上
昇

割引現価が減少する

ケース②金利が上昇した場合

金利
％

（保険契約）

年限

• ＩＦＲＳの保険負債の評価では、評価日ごとに直近の情報を使用して評価基礎率を洗い替える

• 割引率の上昇は、保険負債の減少につながる

• 生命保険契約は非常に長期にわたるキャッシュ・フローを有することから、金利変化に対する

保険負債の変動が大きいという特徴がある

仮定：期末のイールドカーブが上方に変化

保
険
負
債

このような計算をしますので、いったん獲得した保険負債について、保険契約についてこの評価をすると

きに、金利が、もし、ある時点で低下をしたらどうなるかということですが、これは当たり前の話ですけれ

ども、金利が低下をすると、それに応じて保険負債が増えるというようなことになります。生命保険を中心

に長い期間の保険がありますから、結構、金利のぶれが保険負債の評価に大きな影響を与えるということが

言えると思います。 

 

（８）保険負債評価の変動（ＩＦＲＳ）② 

また同様に、金利が上昇したときには、その分、保険負債が減りますよというようなことにもなります。 

 

（９）保険負債評価の変動（ＩＦＲＳ）③ 

あと、仮に、死亡率の見積もりが改善をしたようなときはどうなるかというと、先ほどの絵のように、上

がアウト・フローで下がイン・フローですけれども、死亡率が将来もっと、今まで見込んでいたよりよくな

りますというようなときには、将来のキャッシュ・アウトフローが減少するという、このような感じになり

ます。ですので、このときもやはり保険負債が減少するというようなことが起こります。 

 保険負債の評価が変動したときに、これは負債が減ったり増えたりするわけですから当然、利益、あるい

は損失が生じるということになります。これを、元々、先ほど最初の方に言いましたように、純資産の変動

を包括利益というように見ていますので、これらの変動が包括利益に入ることは間違いがないのですけれど

も、実は包括利益の中には２種類ありまして、当期純利益と呼ばれる、われわれが普通思っている純利益と、

それと、それ以外の部分、その他の包括利益という部分と二つあるわけです。 
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将来のキャッシュ・
アウトフローが減少
する

保険負債評価の変動（ＩＦＲＳ）

・・・・

割
引
率

・・・・

２．保険会社の経営に影響を与える国際会計基準

ケース③死亡率が改善した場合

Page 22

保険料収入の見込み

• ＩＦＲＳの保険負債の評価では、評価日ごとに直近の情報を使用して評価基礎率を洗い替える

• 死亡率の改善は、保険負債の減少につながる

（保険契約）

保
険
負
債

評価日時点で再設定した死亡率等に基づく保険金など

Page 23

Key Word ― ＩＦＲＳのさらなる理解のために②

 ＯＣＩは、包括利益計算書上の純利益として認識されない収益および費用を表す項目で
ある。例えば、現行の日本基準におけるその他有価証券の含み損益の当期の増減額
などを含む。保険契約に係る ＩＦＲＳでは、保険負債における現在推計の割引率変化の
影響をOCIに表示することが提案されている。

ＯＣＩとは何か？

資産

純資産

＜ＯＣＩを用いる場合＞

負債

ＯＣＩ

累積ＯＣＩ

包括利益

財政状態計算書 包括利益計算書

・当期の含み損益の増減は
OCI（その他の包括利益）と

して、包括利益計算書に表
示される

・評価日時点の含み損益は、
累積OCIとして、純資産に
表示される

ＯＣＩ：Other Comprehensive Income

純利益

ＸＸＸ
ＸＸＸ

〔例：その他有価証券の場合〕

 

 

Key Word ―ＩＦＲＳのさらなる理解のために② 

   

 

少し先のページに行きますけれども、その他の包括利益、Other Comprehensive Income、略してＯＣＩ

と呼んでいますけれども、ＯＣＩは、実は今でも連結財務諸表だと日本でもすでに導入されているかと思い
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金利（割引率）変化による現在推計の変動の取扱い

• 当期純利益として認識される

2010年公表の公開草案における提案内容

２．保険会社の経営に影響を与える国際会計基準（保険契約） Page 24

保険負債評価の変動の取扱い（事後測定）

ＸＸＸ

その他の包括利益（OCI）

包括利益

2013年公表の改訂公開草案における提案内容

【包括利益計算書のイメージ】

• 当期純利益の外のその他の包括利益
（OCI）として認識される

当期純利益

ＸＸＸ

ますけれども、日本基準では、例えばその他有価証券の含み損益が増減した場合には、その他有価証券の含

み損益は、これはもう純資産に計上していますので、増えたり減ったりすれば当然それは包括利益に入るわ

けですね。でも、例えば株価が上がった、株価が下がったことによる含みの変動は、今の日本の基準では純

利益とは呼んでいません。純利益は普通の営業活動による利益や、あるいは売却益など、そのような実現し

たもののような、いい加減な言い方ですけれども、実現したものを純利益と呼んでいて、実現していないも

のはＯＣＩというところに入れています。それが今の形。 

 純利益を重視する派と、重視しない派がいるようですけれども、包括利益だけでは解りにくい。その会社

の本当のコア業務というか、業務活動によって生じたものと、たまたま金利が上がった、株価が上がったな

ど、そのようなことで生じたものと区別したいという方もやはりいるわけです。そのような考え方、まあま

あ強いわけです。 

 

（１０）保険負債評価の変動の取扱い（事後測定） 

      

ですので、金利が変化したときに、責準が、保険負債が変動した部分は純利益に入れましょうというもの

が、元々の 2010 年の公開草案でしたが、非常に反対が出ました。「それは違うだろう」と。「金利が上がっ

た、下がったぐらいで、それは純利益とは違う」という、そのような感じで、もう世界中から反対の声が出

まして、今回の 2013 年の改訂公開草案では、その他の包括利益、ＯＣＩの中にこれを入れましょうという

ことになっています。 

 なお、先ほどのページで見ました、死亡率が変動したときにも保険負債の額は変動しますけれども、これ

については、基本的には純利益ともＯＣＩともせず、先ほど契約上のサービス・マージンという項目があり

ましたけれども、あそこと入り繰りでやりましょうと。元々、契約上のサービス・マージンは、例えば死亡
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IASBは、2012年11月28日にIFRS第9号（金融商品）の分類・測定を限定的に見直す改訂公開草

案を公表した。今年4月から再審議が開始されており、2014年の上半期（1月～6月）の改訂完了

が予定されている。

〔H24〕

2012年11月28日

改訂公開草案公表

2013年3月28日

意見〆切

〔H25〕

2013年4月～

再審議

2014年1月～6月

金融商品（分類・測定）
の改訂完成見込

120日間の
意見募集期間

金融商品（分類・測定）に係るＩＦＲＳのスケジュール

２．保険会社の経営に影響を与える国際会計基準（金融商品） Page 25

金融商品（分類・測定）の強制適用日は、
現在、改訂手続き中の金融商品（減損）
の内容が最終確定するまで未定のまま
にするとされている。※IASB『ワークプラン』より作成

率が高めに見積もってあれば、その部分が契約上のサービス・マージンとして計上されたりするわけですか

ら、それが変わるだけということで、そこで調整するということになりました。そのような改訂公開草案に

なっています。 

 

（１１）金融商品（分類・測定）に係るＩＦＲＳのスケジュール 

さて、残り時間が押してきましたが、もう一つの金融商品。保険会社に影響を与える国際会計基準として、

金融商品があります。こちらの方が、やはり去年、改訂公開草案が出まして、今年、意見募集が締め切られ

て、再審議に入っているというところであります。これは何をやっているかというと、分類・測定という部

分でどのような債券、あるいはどのような株式を、どのように評価しましょうかという部分なのです。 

 

（１２）金融商品会計（金融資産の分類と測定）① 

 今の日本基準ですと、ご承知のように、例えば債券ですと満期保有目的や、責任準備金対応債券や、その

他有価証券に含まれる債券など、カテゴリーを分けて、それぞれにどのように評価するかが決まっています。

例えば、満期保有目的や責任準備金対応だと、これは償却原価で評価しましょう。あるいは、その他目的だ

と、これは時価評価しましょう、などというようになっています。 

 一方で、その場合に、時価が変動した場合には、満期保有目的や責任準備金対応では、全くそれはＢＳに

出てきませんし、ただし、大きく価値が変動した場合だけ減損を立てるなど、そのようなルールになってい

るわけです。 
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Page 26２．保険会社の経営に影響を与える国際会計基準（金融商品）

金融商品会計（金融資産の分類と測定）①

金融資産の分類と測定（日本基準とＩＦＲＳ）

【日本基準】

Ｂ／Ｓ表示 Ｐ／Ｌ表示

満期保有目的 償却原価 利息、売却損益

債券 責任準備金対応 償却原価 利息、売却損益

その他目的 時価 利息、売却損益、（評価損益はOCI表示）

売買目的 時価 売買目的有価証券運用損益

子会社・関連会社 取得原価 配当、売却損益

株式 その他目的 時価 配当、売却損益、（評価損益はOCI表示）

売買目的 時価 売買目的有価証券運用損益

※上記以外に区分によって強制評価減あり

 

 

（１３）金融商品会計（金融資産の分類と測定）② 

それを、ＩＦＲＳでは、次のようなことを提案しています。 

 まず、ものによって、償却原価で評価するものと、公正価値で評価するものに分けて、しかも、公正価値

で評価するときに、その時価変動分をＰＬで評価するものと、ＯＣＩに入れるもの。少しややこしいですけ

れども、債券のこの中にあります、真ん中の「公正価値（ＦＶＯＣＩ）」と書いてある、ＦＶは Fair Value

ということで公正価値という意味です。それで、時価の変動、公正価値の変動はＯＣＩに入れるものという

意味です。それで、次のＦＶＰＬは、これは同じように公正価値、Fair Value で評価するのだけれども、そ

の損益は純利益、先ほど Key Word のスライドでＯＣＩの上にありました、純利益に入れます。いわゆる普

通の純利益に入れるというようなことです。なぜＦＶＯＣＩのような話が起こったかというと、これは保険

から話が始まっています。 
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保険契約金融商品（債券等）

最新の前提で評価
（変動額は当期純利益）

償却原価

公正価値※1

（変動額は当期純利益）

×不整合な評価

最新の前提で評価

（変動額※3はＯＣＩ）

償却原価

公正価値
（変動額は当期純利益）

※1 償却原価要件を満たしていても負債測定との
整合性の理由で公正価値評価を選択可能

【
改
訂
公
開
草
案
】

※2 長期の保有でありながら中途の
売却も前提とする事業モデル。

【
現
在
（
改
訂
前
）
】

（2010年公開草案）

○整合的な評価
×当期純利益が

大きく変動する可能性

（現行ＩＦＲＳ第９号）

○整合的な評価

○割引率の変化は
当期純利益に影響せず

×不整合な評価

公正価値※２

（変動額はＯＣＩ）

○整合的な評価

×当期純利益が
大きく変動する可能性

or

（2012年改訂公開草案）

（2013年改訂公開草案）

or

or ※3 割引率の変化によるもの

２．保険会社の経営に影響を与える国際会計基準（金融商品）

金融商品と保険契約のＩＦＲＳ改訂の関係

Page 28

Page 27２．保険会社の経営に影響を与える国際会計基準（金融商品）

金融商品会計（金融資産の分類と測定）②

 債券で公正価値（FVOCI）が適用される要件

契約上のキャッシュ・フローの特徴テスト：契約上のキャッシュ・フローが、元本及び金利の支払いのみであること

ビジネス・モデル・テスト：①契約上のキャッシュ・フローの回収、②売却の両方を目的として保有すること

【ＩＦＲＳ】現在改訂中（未確定）の内容を反映したもの

※FVOCIに分類された株式の売却損益の計上は認められていない

金融資産の分類と測定（日本基準とＩＦＲＳ）

Ｂ／Ｓ表示 Ｐ／Ｌ表示

償却原価 償却原価 利息、売却損益

債券 公正価値（FVOCI） 時価 利息、売却損益、（評価損益はOCI表示）

公正価値（FVPL） 時価 利息、売却損益、評価損益

公正価値（FVOCI） 時価 配当、（評価損益はOCI表示）

公正価値（FVPL） 時価 配当、売却損益、評価損益
株式

※上記以外に区分によって減損あり

 

 

 

 

 

（１４）金融商品と保険契約のＩＦＲＳ改訂の関係 

元々、金融商品の評価は、上の方ですけれども、償却原価か、公正価値で評価して変動額を当期純利益で
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Page 29
２．保険会社の経営に影響を与える国際会計基準

保険会社への影響と対応

経済価値ベースのリスク管理や経営管理と整合的に

経済価値ベースのソルベンシー規制と整合的に

【経営管理・リスク管理との親和性】

【ボラティリティ、実務負荷】

純資産のボラティリティが高まる可能性

 評価日ごとの評価基礎率の更新等の計算負荷、詳細な開示

 評価日ごとに評価基礎率を更新して保険負債（現在推計）を算出

 資産、負債ともに直近の状況変化に感応して変動することになる

ＡＬＭの推進
内部留保の充実

認識するという、２種類の選択になっていました。保険契約の方は先ほど言いましたように、保険負債の変

動は当期純利益という案だったのですね。 

 そうしますと、左の方でもし償却原価を採り、資産側は金利が変動しても、償却原価なので何も出ない。

負債側は変動額が純利益ということになりますと、本来であれば、金利の変動に応じてマッチングされてい

れば、例えばデュレーション・マッチングなどそのようなことがされていればいいはずなのに、資産は何も

出てこないし、負債だけ金利変動分が純利益ということで、これは不整合と。では、債券等を公正価値で評

価する、どちらも時価・時価で評価する、というような話にしますと、それでもありなのだけれども、結構、

当期純利益が大きく変動しますねということで、先ほど言いましたように、多くの反対意見が出たわけです。 

 では、保険契約側は、変動額はＯＣＩにしましょうということになりました。つまり、当期純利益には入

れませんと。時価評価のようなものだけれども、変動額はＯＣＩですということにすると、「それはまた困り

ましたね」と。つまり、資産側を償却原価とすると、負債は時価に対し資産が原価になるから不整合だし、

公正価値の当期純利益、いわゆる先ほどの記号で言えばＦＶＰＬだと、負債側は金利の変動がＯＣＩ、資産

側は金利の変動が純利益ということで、これはこれで、全体の評価は整合的かもしれないけれども、純利益

としてはまだばらばらになってしまいます。では、資産側にも金利の変動をＯＣＩで認識するカテゴリーを

作ってくださいという話が起こって、では、そうしましょうか、となっていることが現状ということです。

そうしますと、債券の評価として、先ほどのページのＦＶＯＣＩということを適用することにすれば、資産

側も負債側も共に変動をＯＣＩで認識するということになって、うまくいくのではないかというのが、現在、

行われている議論ということであります。 

 

（１５）保険会社への影響と対応 
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Page 30(ご参考）日本アクチュアリー会としてのIFRS等への対応

ご清聴ありがとうございました。

国際基準対策委員会、生保

委員会、損保委員会及び

傘下の部会等で検討

資産側、負債側、それぞれのこのような今の会計基準の検討が進んでいるわけですけれども、保険会社へ

の影響ということで言いますと、評価日ごとに評価基礎率を更新して保険負債を算出するということが、経

済価値ベースのリスク管理、今、どの会社も進んできていると思いますが、そのようなことや、あるいは経

済価値ベースのソルベンシー規制の検討、これもわが国でも進んでおりますけれども、リスク管理やソルベ

ンシー規制との、ある種の親和性と言いますか、そのようなことで、同じ見方ができていくというようなこ

とはあるのかなと考えています。 

 ただし、先ほども出てきましたように、今、検討されている会計基準は、完全に経済価値ベースではない

ので、その辺りは注意する必要があるかと思います。 

 それから、やはり直近の計算基礎率を用いて、あるいは直近の市場金利を用いて、いろいろな評価をし直

すということになりますので、そこは資産負債の変動度合いは高まるということは、これは事実であります。

なおかつ、資産と負債のある種のマッチングも、それはやる、やらないという考え方もありますし、あるい

はできる、できないという問題もあります。ですので、そのようなことを踏まえれば、ボラティリティーが

高まるということから、どのようなＡＬＭを推進していくのかなど、そのボラティリティーを吸収するため

の内部留保であったり、あるいは外部調達資本であったり、そのような資本を持っておくかということも重

要な課題になるのではないかと考えます。 

実務としては、このような評価日ごとに見直すということの計算負荷であったり、技術的なスキルを磨か

なければいけないなど、あるいは、このようなことを詳細に開示しなければいけないということも要請され

ることが予想されますので、そのような対応を取っていかなければいけないというようなものもあるのでは

ないかと思います。 

 

（ご参考）日本アクチュアリー会としてのＩＦＲＳ等への対応 
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日本アクチュアリー会では、このＩＦＲＳへの対応ということで、この組織の中では特に、国際基準対策

委員会、生保委員会、損保委員会と、このような委員会、あるいはその傘下の部会を通じまして検討してお

ります。そして、この前締め切られました改訂公開草案につきましても、日本アクチュアリー会から、ある

いは、ＩＡＡ、国際アクチュアリー会から意見提出をしています。どのような意見を出しているのかは、こ

の後のセッションの中にありますので、またこれの続きとして聴いていただければいいのではないかなと思

います。 

 以上でございます。ご清聴、どうもありがとうございました。 

 

【司会】角さん、どうもありがとうございました。５分ほど残っておりますが、何かご質問等ございました

ら、挙手をお願いします。 

 

【質問者】どなたも質問がないようですので、代表ということもないですけれども。最初、保険契約の買い

手であるところの一般企業で、自分のところの建物を建てて、それに火災保険という保険をかけたと。その

保険料について、どのような資産評価をするのか。または、建物について資産、不動産という評価をしてい

るのでしょうけれども、保険を付けたら資産価値が上がるのか、下がるのかと、このような話かと思ってい

たら、そのことと同時に、保険を売った保険会社の保険者責任を負債としてどのように評価するのかと、こ

のような話になっていったのですね。 

 それはそれでよく解るのですが、そのときに、そのような保険という一種の金融商品について、売り手サ

イドの保険会社と、買い手である企業が同じような一つの契約を、火災保険を売ったわけですから、買い手

の企業サイドで、その保険契約をどのように資産評価するのかということと、売った保険会社の方で、その

保険をどのように負債評価するのかということについて、何となくお話を聴いていると同じであるべきだと

いうような感じにとらまえられたのですね。 

 これは非常に危険と言いますか、おかしな結果を生む話です。実は、これは現実にあった話ですけれども、

銀行が、例えば債券を発行して資金調達をする。それは、買い手サイドがそれを買っているわけですから資

産評価をするのだけれども、あるときに、「この銀行あやしいで」ということになると、買い手サイドの資産

価値は、がらりと、ごろりと暴落すると。暴落して評価せんといかんと。これをまともに、実は銀行の方も

負債評価していた。自分のところの銀行の信用度合いが非常に落ちたから、「負債は安くしていいのか」と、

このような話で、実際に負債を安くして、銀行が信用度合いが落ちたがために、かなり利益を得たと。これ

は笑えないような事実があったように思います。 

 私の、ずっと持論ですけれども、比較可能性ということについて、もう少し慎重に考えないといけないの

ではないか。一つの取引について、売り手サイドと買い手サイドは同じように評価すべきなのか。そして、

同じような金融商品を売っている会社があったとすると、ＡというところもＢというところも同じように負

債評価すべきなのかどうか。要は、比較可能性をどのように解釈するかと、このような話です。先ほどの笑

えないような、かなり大きな事件ですけれども、「うそだろう」というように、私などは以前から、比較可能

性について疑義を持っていた者としては思ったわけです。そのような辺りを少し、今後とも検討していただ

きたい。特に、リスクについては、誰がどのようなリスクを取るかということは、同じリスクでも、取り手

の立場によってかなりその意味が違ってくるというようなところからぜひ、そのようなことも研究していた

だきたいと、このように思います。 
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【角】そうですね。元々この保険契約ということで始まっているので、契約者の方がそれを資産としてどの

ように評価するかという話、それはミラーリングというか、同じがいいのではないかという議論だと思いま

すが、ＩＡＳＢは保険契約プロジェクトでは、保険契約者の会計処理を取扱う優先度は低いと考えてペンデ

ィングになっているようです。保険会社の負債と、保険を契約している人の資産も同じというような話が議

論としてあったようですけれども、やはりそれは気持ち悪いところで、それはそうもいかないのではないの

かということです。保険契約プロジェクトにおいてもそのような課題認識はあるのではないかと思われます。

ありがとうございます。 

 

【司会】ちょうど時間になりましたので、これでこのプレゼンテーションを終わらせていただきます。角さ

ん、どうもありがとうございました。 
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